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ステム (GIS) を用いた土壌浸食予測モデル (RUSLE) と費用・収入推計モデルを組み合わせた農業環境保
全政策シミュレーションを行い、幾つかのシナリオに基づく農地土壌浸食低減施策の有効性を評価した。そ
の結果、チュニジア半乾燥地帯の農業流域において、農地土壌浸食低減施策をとることにより、 1)農地自
体の土地生産性が向上するばかりでなく、 2) 下流の農業用貯水池の寿命を伸ばし安定的に謹蔵用水が供給
でき、 3)貯水池の堆砂によるコストを低減し、 4)長期にわたる農業生産を安定させ農家収入を増すことが
可能であることを示した。
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本研究論文は、次の7章から構成されている。第一章では研究の背景として、研究の背景にある問題点、
研究の目的と方法について説明している。第二章では、土壌浸食に関する包括的な既往の研究論文のレビュー
を行い、土壌浸食メカニズム、浸食量実測と推定方法(特にモデル)、衛星リモートセンシングと地理情報
システムを用いた実用的土壌浸食推定方法、推定結果の評価方法について整理しである。第三章では、チュ
ニジアにおける土壌浸食に起因する問題をチュニジア農業、農業生産性への影響、水資源上への影響、土壌
浸食低減政策についてまとめである。第四章では、土壌浸食低減に有効である地表面の植生被覆の効果を、
本研究で採用している土壌浸食量予測モデルに、解析対象地域の各種物理パラメータを入力し土壌浸食量を
定量的に予測し、一方、定性的予測法である ICONAモデルと比較し、本研究で採用したモデルの妥当性と
有効性を評価している。第五章は、さらに本研究で用いている RUSLEの予測精度を向上させるために、多
時期衛星リモートセンシング・データの適用を試みて、貯水池堆砂量実測値との比較から、その有効性を示
した。第六章では、第西章で採用した土壌浸食予測モデルと費用・収入推計モデルを組み合わせた環境政策
評価モデルを用いて、幾つかのシナリオに基づいた政策の効果をシミュレーション実験で評価した。第七章
では結論をまとめている。
審査の結果の要旨
本研究により、チュニジア半乾燥地帯の農地土壌浸食低減政策は、当地域の持続的農業に有効であること
を示したばかりでなく、次の点が評価できる。 1)多時期観測衛星リモートセンシング・データから推定し
た植物季節変動(フェノロジー)を反映している多時期植生指数から、土壌浸食量推定モデル (RUSLE)パ
ラメータの iつである Cファクターを多時期で推定することにより、精度のより高い土壌浸食量推定が可
能であることを示し、衛星リモートセンシング・データが環境モデル・シミュレーションに有効であること
の iつの実例を示したこと。 2)衛星リモートセンシングと地理情報システムを組み合わせた土壌浸食量推
定モデルは、半乾燥地における土壌浸食低減政策立案に応用可能であることを示したこと。 3)土壌浸食量
予測モデルと費用-収入推計モデルを組み合わせた環境政策評価シミュレーションが有効であることを示し
たことである。本研究は、チュニジアの半乾燥地農業流域における持続的な農地管理のための環境政策指針
を示した優れた研究と言える。
本研究の成果が、チュニジアの半乾燥地での現在の農業が持続的農業に転換するのに即時的に役立つこと
は明白で現地での適用が待たれると思われが、今後、本研究の若干の以下の弱点が補強されれば、さらに有
益な結果をもたらすものと期待される。補強が望まれる弱点としては、土壌浸食量推定精度の十分な実測デー
タに基づく確認、また、本研究で導き出した環境保全政策が、本当に現地の実際の農業従事者に受入れられ
る有効な政策かどうかの確認が必要と考えられる。いずれも、現地チュニジアでの追実験、さらなる研究の
遂行が必要であり本人帰密後の本研究テーマの継続が望まれる。
学位論文審査ならびに最終試験の結果に基づき、著者は博士(工学)の学位を受けるに十分な資格を有す
るものと認める。
330 
